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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第９期
第１四半期
累計期間

第10期
第１四半期
累計期間

第９期

会計期間
自　2021年８月１日
至　2021年10月31日

自　2022年８月１日
至　2022年10月31日

自　2021年８月１日
至　2022年７月31日

売上高 (千円) 1,666,738 1,943,800 7,104,278

経常利益 (千円) 195,658 120,267 528,575

四半期(当期)純利益 (千円) 128,037 75,720 346,776

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 866,430 870,671 867,020

発行済株式総数 (株) 8,262,200 8,330,100 8,266,400

純資産額 (千円) 2,198,991 2,402,042 2,319,019

総資産額 (千円) 3,708,996 3,201,177 3,344,458

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 15.56 9.16 42.02

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 14.83 8.83 40.15

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) 59.3 75.0 69.3
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

 
 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第１四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 
　(１) 業績の状況

　当第１四半期累計期間における我が国の経済は、ウクライナ問題をめぐる国際情勢の緊迫化や原油価格の高

騰、米国金融政策動向の世界経済への影響等により、国内景気は依然不透明感が拭えない状況にあります。な

お、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）につきましては、感染拡大防止策の浸透や各種政策の効果もあり、

ピーク時から比較して緩やかに落ち着きを取り戻しつつあります。

　一方で、個人の働き方は多様化し、人生100年時代におけるシニア世代の働き方、女性の活躍推進、日本国政

府の掲げる働き方改革、企業を取り巻く終身雇用の崩壊等により、多様な働き方を望む個人が増加しており、

組織に依存しない働き方が広がっております。加えて、高度な技能を有するプロ人材は、高い専門性を磨き

「一社に雇用されるのではなく、専門性を活かし複数社で価値を発揮する」志向性を持った働き方が増加して

おります。

　企業も、少子高齢化による労働力の減少、地方中小企業の事業承継問題、大手企業のイノベーションのジレ

ンマ等、我が国の経済発展において多くの課題を抱えております。

　従来の企業と個人が「雇用」という形で繋がるというあり方では、これらの課題に対応することが困難な状

況になっております。「雇用」に縛られない多様な働き方を望む個人と、外部のプロ人材による経営改革を進

めたい企業が、時間や場所、組織の枠組み等の制限を超えて、協業できる仕組みが必要になっていくと考えら

れます。

　このような状況のもと、当社は、「世界中の経験・知見が循環する社会の創造」というビジョンを掲げ、

「プロシェアリング」事業を展開し、順調に業績を伸ばしております。当社主力サービスである「プロシェア

リングコンサルティング」サービスは、世の中の法人企業が抱える経営課題を外部プロ人材の力で解決支援す

るサービスであります。また、「FLEXY（フレキシー）」サービスは、企業のITに関する経営課題をDX（デジタ

ルトランスフォーメーション）によって解決支援するサービスであります。

　当第１四半期累計期間は、労働人口減少による人手不足や働き方改革に加え、新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）の影響から、オープンイノベーションによる経営改革やDXによる業務効率化を推進する企業が増

加する等、外部プロ人材活用の需要が堅調に推移致しました。

　「プロシェアリングコンサルティング」サービス、「FLEXY」サービスの当第１四半期累計期間における売上

高は、「平均月次稼働プロジェクト数×平均月次請求単価×３ヶ月」により算出されます。当第１四半期累計

期間は、過去の緊急事態宣言を経て当社登録のプロ人材による法人顧客へのWeb MTG等を用いたリモート支援が

定着しており、平均月次稼働プロジェクト数が1,255件となり、過去最高値に到達しました。

以上の結果、その他サービスの売上高も加味し、当第１四半期累計期間の売上高は1,943,800千円(前年同期比

16.6％増)となりました。費用につきましては、優秀な人材の採用、社内DX推進、ウェビナー施策を推進するため

のマーケティング投資等を行い、営業利益120,183千円(前年同期比38.8％減)、経常利益120,267千円(前年同期比

38.5％減)、四半期純利益75,720千円(前年同期比40.9％減)となりました。なお、当社はプロシェアリング事業の

単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。
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　(２) 財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期会計期間末における資産合計につきましては、前事業年度末と比較して、143,281千円減少

し、3,201,177千円となりました。これは主に、法人税等や消費税の納付及び賞与の支給により、現金及び預

金が156,254千円減少したこと等によるものです。

 
（負債）

　当第１四半期会計期間末における負債合計につきましては、前事業年度末と比較して、226,303千円減少

し、799,135千円となりました。これは主に、未払金が141,747千円減少したこと、法人税等の納付により未払

法人税等が48,182千円減少したこと、消費税の納付により未払消費税等が10,743千円減少したこと、賞与の支

給により賞与引当金が43,775千円減少したこと等によるものです。

 
（純資産）

　当第１四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末と比較して83,022千円増加し、2,402,042千

円となりました。これは四半期純利益75,720千円を計上したことに加え、新株予約権の行使により、資本金が

3,650千円、資本準備金が3,650千円、それぞれ増加したことによるものです。

 
(３) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等に重要な変更はありません。

 

(４) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更はありません。

 
(５) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(１) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 28,000,000

計 28,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年10月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年12月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,330,100 8,330,800
東京証券取引所
グロース市場

権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式であり、単
元株式数は100株であ
ります。

計 8,330,100 8,330,800 － －
 

(注)提出日現在の発行数には、2022年12月１日からこの第１四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は、含まれておりません。

 
(２) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(３) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(４) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年８月１日～
2022年10月31日

(注)
63,700 8,330,100 3,650 870,671 3,650 858,945

 

　　(注)新株予約権の行使による増加であります。
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(５) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 
(６) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年７月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

     2022年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 47,400 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,216,700 82,167

権利内容に何ら限定のない当
社のおける標準となる株式で
あり、単元株式数は100株で
あります

単元未満株式 普通株式 2,300 － －

発行済株式総数  8,266,400 － －

総株主の議決権  － 82,167 －
 

 

② 【自己株式等】

2022年10月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の合
計
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

（自己保有株式）
株式会社サーキュ
レーション

東京都渋谷区神宮前
三丁目21番５号

47,400 － 47,400 0.57

計 － 47,400 － 47,400 0.57
 

 

２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第63号)

に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(2022年８月１日から2022年10月

31日まで)及び第１四半期累計期間(2022年８月１日から2022年10月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責

任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(１) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年７月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年10月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,269,291 2,113,036

  売掛金 768,526 776,064

  仕掛品 1,170 5,159

  その他 69,407 68,300

  貸倒引当金 △1,589 △1,059

  流動資産合計 3,106,806 2,961,501

 固定資産   

  有形固定資産 31,461 30,047

  無形固定資産 88,631 91,199

  投資その他の資産   

   その他 124,827 126,893

   貸倒引当金 △7,267 △8,464

   投資その他の資産合計 117,559 118,428

  固定資産合計 237,652 239,676

 資産合計 3,344,458 3,201,177
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年７月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年10月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 393,873 415,795

  未払金 293,294 151,547

  預り金 68,503 62,101

  未払法人税等 92,727 44,545

  未払消費税等 52,267 41,524

  賞与引当金 77,727 33,952

  その他 46,478 48,978

  流動負債合計 1,024,872 798,444

 固定負債   

  その他 566 690

  固定負債合計 566 690

 負債合計 1,025,438 799,135

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 867,020 870,671

  資本剰余金 855,295 858,945

  利益剰余金 696,595 772,315

  自己株式 △99,891 △99,891

  株主資本合計 2,319,019 2,402,042

 純資産合計 2,319,019 2,402,042

負債純資産合計 3,344,458 3,201,177
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(２) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自　2021年８月１日
　至　2021年10月31日)

当第１四半期累計期間
(自　2022年８月１日
　至　2022年10月31日)

売上高 1,666,738 1,943,800

売上原価 967,252 1,154,780

売上総利益 699,486 789,019

販売費及び一般管理費 502,960 668,836

営業利益 196,525 120,183

営業外収益   

 受取利息 7 10

 雑収入 98 89

 営業外収益合計 105 100

営業外費用   

 支払利息 973 16

 営業外費用合計 973 16

経常利益 195,658 120,267

税引前四半期純利益 195,658 120,267

法人税等 67,620 44,546

四半期純利益 128,037 75,720
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　(税金費用の計算)

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次の通りであります。

 
 

 
前第１四半期累計期間
(自 2021年８月１日
至 2021年10月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年８月１日
至 2022年10月31日)

減価償却費 5,906千円 8,360千円
 

 

(株主資本等関係)

　前第１四半期累計期間(自 2021年８月１日 至 2021年10月31日)

１　配当金支払額

該当事項はありません。

 
２　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 
３　株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 
　当第１四半期累計期間(自 2022年８月１日 至 2022年10月31日)

１　配当金支払額

該当事項はありません。

 
２　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 
３　株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第１四半期累計期間(自　2021年８月１日　至　2021年10月31日)

　当社は、プロシェアリング事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 
　当第１四半期累計期間(自　2022年８月１日　至　2022年10月31日)

　当社は、プロシェアリング事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社は、プロシェアリング事業の単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益をサービス

区分及び収益認識別に分解した情報は、以下のとおりであります。

 
サービスの種類別の内訳

  (単位：千円)

 
前第１四半期累計期間
(自 2021年８月１日
至 2021年10月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年８月１日
至 2022年10月31日)

プロシェアリング

コンサルティングサービス
932,744 1,050,440

FLEXYサービス 684,541 857,641

その他 49,451 35,718

顧客との契約から生じる収益 1,666,738 1,943,800

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 1,666,738 1,943,800
 

 
収益の認識時期

  (単位：千円)

 
前第１四半期累計期間
(自 2021年８月１日
至 2021年10月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年８月１日
至 2022年10月31日)

一時点で移転される財又はサービス 52,851 40,458

一定の期間にわたり移転される財

又はサービス
1,613,886 1,903,342

顧客との契約から生じる収益 1,666,738 1,943,800

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 1,666,738 1,943,800
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(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間
(自 2021年８月１日
至 2021年10月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年８月１日
 至 2022年10月31日)

(1)１株当たり四半期純利益 15円56銭 9円16銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益(千円) 128,037 75,720

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 128,037 75,720

普通株式の期中平均株式数(株) 8,228,158 8,265,253

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 14円83銭 8円83銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 403,464 309,239

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり四半期純利益の算定に含めな
かった潜在株式で、前事業年度末から重要
な変動があったものの概要

－ －

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2022年12月12日
 

株式会社サーキュレーション

　取　締　役　会 　 御　中
 

 

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ

　　東　　京　　事　　務　　所
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大　 橋 　 武 　 尚  

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 朝　岡　　ま　ゆ　美  

 

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社サー

キュレーションの2022年8月1日から2023年7月31日までの第10期事業年度の第1四半期会計期間（2022年8月1日から

2022年10月31日まで）及び第1四半期累計期間（2022年8月1日から2022年10月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サーキュレーションの2022年10月31日現在の財政状態及び同

日をもって終了する第1四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点におい

て認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手し

たと判断している。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業

に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財

務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求

められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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